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「経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）」の扱いに係る要望書 

 

 北海道大学における軍事・防衛関係の研究に関する取扱いについては、令和４年９月発出

の役員会決定等により取扱うこととされておりますが、これらの通知において審査の対象

となる研究は「国内外の軍事・防衛を所管する公的機関からの資金提供（再委託を含む。）

を受けて研究を行う場合」とされており、対象となる研究は防衛装備庁が公募する「安全保

障技術研究推進制度」等に限定されています。 

 一方で、例えば防衛装備庁の資料（別添１）にもあるとおり、デュアルユース技術への投

資に対する研究制度として「経済安全保障重要技術育成プログラム」（以下、「K Program」

という。）が「安全保障技術研究推進制度」と並び位置付けられております。また、令和５

年に実施された「経済安全保障法制に関する有識者会議」の会議資料（別添２）では「K 

Program」はその採択後に「協議会」が伴走支援を行うことが示されており、そしてこの協

議会のほぼ全てに防衛省又は防衛装備庁が参加する予定となっております。このように、「K 

Program」は資金提供こそ JSTやNEDO等が配分機関となるものの、「国内外の軍事・防

衛を所管する公的機関」が強く関係する研究制度であることが確認できます。 

 令和６年１０月時点で、本学からの応募に当たり、「K Program」は研究インテグリティ

委員会の審査の対象とはなっていないことを本組合で確認しております。しかし上述のと

おり、「K Program」はその目的及び運用に軍事・防衛の要素を含むものであることから、

本学における研究の健全性・公正性(研究インテグリティ)を確保するために「K Program」

の応募に際し何らかの審査制度を持つ体制とすることを要望いたします。  



【別添１】 

令和５年１１月１４日「防衛装備庁技術シンポジウム２０２３」附議資料「防衛技術に関す

る戦略的取組について」 

https://www.mod.go.jp/atla/research/ats2023/index.html 

https://www.mod.go.jp/atla/research/ats2023/pdf_oral_matl/14_1505.pdf 

 

※以下、要望書での指摘箇所の抜粋と、赤枠での強調。 
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【別添２】 

令和５年１１月８日「第８回 経済安全保障法制に関する有識者会議」附議資料「経済安全

保障重要技術育成プログラム（K Program）の現状」 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keizai_anzen_hosyohousei/4index.html 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keizai_anzen_hosyohousei/r5_dai8/siryou5.pdf 

 

※以下、要望書での指摘箇所の抜粋と、赤枠での強調。 
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